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仁) r著しく不合理， とはいえないjアプ守口ー チ (以上，本号)
ーはじめに
日本国憲法は， 13条において， rすべて鴎民は， f国人として尊重されるj




























































続分の平等化を即康に笑現した。二宮周平・民商 129巻 4・5号 739頁 (2004)。欧


















































類が可能であろうが，その当事者の観点から， A [国民〕対〔公権力)， B [団体の構
非嫡出子相続差別なめぐるE立法消極主義と積極主義十)


































































(2) H-3.3.29 <遺産分割(前))東京高決平成3年3丹29日(半日夕 764号








































































2) 若林昌俊・判タ 790号 135頁 (1992)。
3) 活原・前出ー注 1)99賞。















(2) H-7. 7. 5 (遺産分割(前))最大決平成7年7月5日2)(民集49巻7号 1789
貰，①→H-2.12. 12 (遺産分割(前))静岡家熱海出審，②→H-3.3. 29 (遺産分割(前))東京
高決)は，民法900条4号ただし書前段の規定が憲法 14条 l項に違反する






































(4) H-15.3.28 <預金返還(不明)>最2判平成 15年3月28日4)(半日時1820








の判例とするところであるん f憲法 14条 1項違反をいう論旨は，採用する
ことができない」とし，上告を棄却する。





(7) H山19.11.12(遺産分割(後))那覇家名護支審平成四年 11月 12日7)
(②→H-20.11. 6 (遺産分割(婚郷(後))梅間高那覇支決，③→H-21.9. 30 (遺産分割(後l)






(8) H-20.11. 6 <遺産分割(後))福岡高那覇支決平成20年 11月6日(REX，
①→H-19.11.12 (遺産分割U(後l)那覇家名護支審，③→H-21.9. 30 (遺産分割(後l)最2決)
は， 7年決定を援用し， i原審判が説示するようにJ，i民法 900条4号ただ
し書前段の規定が憲法 14条 1項に違反するものでないJ，I憲法 14条違反を
いう抗告人らの主張は，採用することができないJ，I当裁判所は，原審判が
定める分割方法が相当であると判断するj とし，抗告を棄却する。
(9) H-21.9.30 (遺産分割(後))最 2決平成 21年 9月30日8)(集民231号
753 ]主，①→H時19.11.12(遺産分割(後l)那覇家名議文審，②→H-20.11. 6 (遺産分割(後l)
福岡高那覇支決)は， 7年決定を援用し， r民法900条4号ただし書前段の規定
が憲法 14条 l項に違反するものでないことは，当裁判所の判例とするとこ







































































































































































































































































































































































20) 三三宅裕一郎・法セミ 664号 130夏 (2010)。












ではあるまいかj との批判がある。君塚正臣・民荷 141巻4=5号537]f (2010)。
